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研究成果の概要（和文）：日本農業の特徴のひとつとして、農地が零細で分散している点がしばしば指摘される。生産
性の向上と農業生産力の維持強化のためにも、農地集積は必要不可欠である。
本研究では、区画交換による農地の団地化がどの程度可能かをシミュレーションによって検証した。具体的には、Top 
Trading Cycleアルゴリズムを援用し、複数の農家が区画を一斉交換する集団・集権的な方法を提案した。また、国営
かんがい排水事業、農地・水・環境保全向上対策などの農業政策に関して、地域農業への影響評価を行った。

研究成果の概要（英文）：A major characteristic of Japanese agricultural landownership is that farmers own 
small, geographically scattered plots. To improve productivity and maintain or enhance agricultural 
production capacity, farmland consolidation is necessary.
Considering the above, this research quantitatively examined by simulation the extent to which plot 
exchange can consolidate fragmented farmland. Specifically, we propose a collective, centralized 
approach, based on the top trading cycle algorithm. Also, this research aimed to evaluate the economic 
impact of agricultural policy such as the irrigation and drainage project, the Conservation Policy of the 
Land, Water and Environment. Spatial durbin model suggested that the irrigation and drainage project had 
impacted rural communities by increasing the ratio of area rent-in. And difference in differences 
estimation indicated that the Conservation Policy of the Land, Water and Environment maintained the 
common resources in rural communities.

研究分野： 農業経済学
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１．研究開始当初の背景 
（1）日本農業の特徴のひとつとして、農地
が零細で分散している点がしばしば指摘さ
れる。農地の零細性と分散性は機械の利用効
率を妨げ、生産性の向上を阻害する。こうし
たことから、農地集積は、1961 年の農業基本
法制定以来、農業政策の中心的な課題であり
続けてきた。 
（2）農地集積を推進するメカニズムとして、
まず考えられるのは農地貸借市場である。し
かしながら、農地は動かすことができない
「場所的不動性」と、等面積であっても集団
化した農地の方が利用効率が高い「集団化の
経済」という 2 つの特質を持つことから、市
場メカニズムを通じて効率的な取引が行わ
れるとは限らない。 
（3）市場メカニズムによらない農地の再配
分手法（組織的な資源配分）として、農業農
村整備事業が挙げられる。また、農業経営の
規模拡大にともなう懸念として挙げられる
地域資源管理問題への対策として農地・水・
環境保全向上対策がある。農業農村整備事業
や農地・水・環境保全向上対策に一定の効果
があることは事実であるが、財政が逼迫する
昨今、効果をデータに基づいて客観的・定量
的に評価する必要があり、またステークホル
ダーのスムースな同意など、円滑な農業農村
整備事業や農地・水・環境保全向上対策の実
現のために、よりよいメカニズム・デザイン
を構築することが求められている。 
（4）ところで、近年、GIS（地理情報システ
ム）、GPS（全地球測位システム）などの IT
関連技術やオペレーションズ・リサーチ（OR）
の手法が次々と開発・改良され、普及・応用
の段階に至っている。GIS、GPS を利用する
ことで、地理的に正確なデータを入手するこ
とができ、またそのデータを OR 的手法で解
析することで数値計算やシミュレーション
をシステマティックに行うことが可能とな
る。農地集積のメカニズム・デザインを構築
する際にも、これらの工学的手法を取り入れ
つつ、社会科学的な課題に取り組む必要性が
ますます高まっている。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、日本農業の喫緊の課題で

ある農地集積に焦点を当てて、（1）区画交換
による農地の面的集積―シミュレーション
によるアプローチ―、（2）農業農村整備事業
の農地集積の効果に関する計量経済学的考
察、（3）農地・水・環境保全向上対策の実施
規定要因と地域農業への影響評価を行う。こ
れらの成果により、農地市場そのものに対す
る理解の深化と同時に、農地取引を円滑化さ
せる手段について新たな知見を得ることを
目指す。 
 
３．研究の方法 
本研究では、農村実態調査、マッチング・

ゲーム理論によるマーケットデザイン、パネ

ルデータを用いたプログラム（影響）評価と
いった方法論を用いて、研究課題に取り組む。 
具体的には、農村実態調査から大規模経営

の圃場分散の状況と稲作生産費を正確に把
握する。また、マッチング・ゲーム理論を援
用し、複数の農家が区画を一斉交換する集
団・集権的な農地集積の方法（サイクル方式）
を考案し、農地集積のマーケットデザインを
構築する。さらに、GIS、GPS などの工学的
ツールを駆使してリレーショナル・データベ
ースを構築し、政策のプログラム（影響）評
価を行う。 
 
４．研究成果 
（1）区画交換による農地の面的集積―シミ
ュレーションによるアプローチ― 
区画交換による農地の団地化がどの程度

可能かを、シミュレーションによって検証し
た。まず、現在行われている農家の個別・分
権的な相対交換では、自発的な交換に必要な
「欲求の二重一致」が少なすぎるため、団地
化の進展が困難であることを示した。次に、
Shapley らの Top Trading Cycle アルゴリズム
を援用し、複数の農家が区画を一斉交換する
集団・集権的な方法（サイクル方式）を提案
した。これは、「欲求の二重一致」の制約を
緩和するため、個別・分権的な交換に比べて
倍以上の集団化率を実現できた。また、より
多くの農家が交換に参加するほど、集団化率
も劇的に高まることから、多くの農家の参加
を募り、集団・集権的な配分を行うことが農
地の団地化にあたって有効であることが明
らかとなった。 
 
（2）国営かんがい排水事業の農地集積の効
果に関する計量経済学的考察 
農業農村整備事業は、圃場整備やかんがい

排水等により農業生産に必要な土地・水資源
を確保し、農業生産性の向上と食料自給力の
維持強化を図るとともに、生産基盤と生活環
境の総合的、一体的整備を進め農村地域の定
住条件を整備することを目的とする事業で
ある。 
このような農業農村整備事業の中でも事

業費シェアの高い国営かんがい排水事業に
焦点を当てて、国営かんがい排水事業実施地
区の GIS データと、『世界農林業センサス・
農業集落カード』を組み合わせることによっ
て、国営かんがい排水事業の地域農業への影
響評価を計量経済学的に分析した。分析に際
しては、空間計量経済学のひとつの手法であ
る空間ダービンモデル（ Spatial Durbin 
Model）を適用することで、地理的・空間的
要因の欠落変数バイアスに対処した。分析の
結果、国営かんがい排水事業を実施した地域
では農地集積が進展し、耕作放棄の抑制につ
ながりやすいことを定量的に評価すること
ができた。 
 
（3）農地・水・環境保全向上対策の実施規



定要因と地域農業への影響評価 
山形県の農地・水・環境保全向上対策を対

象に、農地・水・環境保全向上対策の集落レ
ベルのインパクトを定量的に明らかにした。
推定に用いるデータは、2005 年、2010 年の
『世界農林業センサス・農業集落カード』（パ
ネルデータ）である。インパクトの推定に際
しては、近年定量的な政策評価（インパクト
評価、プロジェクト評価）手法として注目さ
れている「差の差（Difference in Differences: 
DID）推定」を用い、地理的加重回帰分析
（Geographical Weighted Regression）の手法を
援用した。これにより、観測対象集落全体の
平均的なインパクトだけでなく、既存研究で
考慮されてこなかった、地域ごとのインパク
トの大きさも推定することが可能となった。 
推定された結果から、農地・水・環境保全

向上対策の実施規定要因として、周辺集落の
多くが実施していれば、自集落でも実施する
傾向が高まるという意味で、ピア効果の存在
が明らかとなったこと、農地・水・環境保全
向上対策は、農地や農業用用排水路、河川と
いった地域資源の管理にプラスの影響を及
ぼしていること、ただし、これらの効果の発
現には地域性があり、庄内地方では大きな効
果が得られている一方、置賜地方・村山地方
といった山形県南部では十分な効果を得ら
れていないことが明らかとなった。 
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